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≪ 用 語 説 明 ≫ 

  

※「待機児童数」 調査日時点において保育の必要性の認定を受け、区に保育施設の利用を申し込

んでいるが利用していない児童から、国の定義に則り、東京都認証保育所の利用

児童や私的な理由で待機している児童などを除外した数（国定義の待機児童） 

※「保育需要数」 保育を必要とする世帯の児童数。認可保育所、認定こども園（保育認定児童に限

る）、小規模保育、家庭的保育、区立認可外保育施設、東京都認証保育所、事業

所内保育、定期利用保育、企業主導型保育事業及び、幼稚園（一時預かり・保育

認定児童に限る）を利用している児童数（区外の保育施設を利用しているものを含

む）に待機児童数を加え算出 

※「保育需要率」 対象年齢人口に対する保育需要数の割合 

※「保育利用率」 3 歳未満児童の対象年齢人口に対する認可保育所、認定こども園、小規模保育及

び家庭的保育の保育定員数の割合 

  

  

  

≪ 保育施設の種類 ≫ 

  

※「認可保育所」 国の定める設置基準を満たし都に認可された施設で、0～5 歳児（施設によって異な

る）を保育する。定員は 20 人以上。 

※「認定こども園」 都の認定を受け、幼稚園と保育所の機能を併せ持つ施設。利用年齢や開所日等

は施設によって異なる。 

※「小規模保育」 国及び区の基準を満たした施設で、少人数で家庭的な雰囲気の中 0～2 歳児の保

育を行う。定員は 6～19 人。 

※「家庭的保育」 

 （保育ママ） 

国が定めた研修を修了し、区が保育者として認可・認定したもの。保育者の自宅

等、家庭的な環境の中で 0～2 歳児を保育する。定員は 5 人以下。 

※「東京都認証保育所」 都が独自に定める基準を満たした施設で、0～5 歳児（施設によって異なる）を保育

する。開所時間は 13 時間以上で、足立区における定員は 40 人以下。 

※「企業主導型保育事業」 働き方に応じた多様で柔軟な保育サービスを提供する、従業員のための保育施

設。施設によって地域の児童の受け入れ枠がある。 
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1．はじめに 

待機児童の解消と、多様化する保育ニーズに的確に対応することを目的として、平成 23 年度に保育施設

整備計画「足立区待機児童解消アクション・プラン（以下「本プラン」という。）」を策定しました。平成 24 年度か

らは、区内を細分化し、地域ごとの詳細な分析を行ったうえで、毎年改定しています。さらに平成 27 年度から

は、本プランを「足立区子ども・子育て支援事業計画（以下「事業計画」という。）」の保育の確保方策に関する

実施計画と位置づけ、具体的な施設整備計画を策定しました。あわせて、本プランに基づいて教育・保育施

設整備に「子ども・子育て施設整備基金」が充当されることになりました。 

令和 4 年 4 月 1 日時点では、待機児童が 1 人発生しましたが、これは本人の希望と空き状況の不一致が

原因であり、必要な保育定員数は維持できていると考えています。引き続き、保育定員数の需給調整等を図

ることで、年度当初の待機児童解消を図りつつ、年度途中の待機児童を新たな課題ととらえ、年度途中の利

用（待機）状況の実態把握と対応策を実施していくため、本プランを改定しました。 

◇足立区待機児童解消アクション・プランの位置づけ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

◇計画期間 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度以降 

     
 

      

      

      

      

      

【 国 】 
 

 

足立区基本構想 

 

第２期足立区子ども・子育て支援 
事業計画 

子ども･子育て 

支援法 

 

次世代育成支援 

対策推進法 

足立区教育大綱 

足立区待機児童解消 

アクション・プラン 

子ども・子育て 

施設整備基金 

足立区一般施設の 

マネジメント計画 

【整合】 

【必要な財源の確保】 

【保育の確保方策を具体化】 

足立区基本計画 

【整合】 

第２期足立区子ども・子育て支援事業計画 

ア
ク
シ
ョ
ン
・
プ
ラ
ン 

事
業
計
画 

令和２年度改定版（令和 3 年 3 月改定） 

令和３年度改定版（令和 4 年 1 月改定） 

令和４年度改定版（本改定） 

令和６年度改定版 

令和５年度改定版 

第３期～ 

令
和
７
年
度
以
降
の
保
育
施
設
更
新 

計
画
等
と
も
整
合
を
と
り
改
定
す
る 

足立区教育振興ビジョン 

※ 令和７年度以降も毎年改定予定 
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足立区では、第 2 期事業計画（令和 2 年 3 月策定）において、区内 6 つの保育提供区域ごとに、国が定める

方式により「教育・保育の量の見込み」を算出し、令和 2～6 年度の保育需要を予測しています。さらに、保育の

需給調整を的確に実施するため、通勤利用駅の分布状況等により 6 つの提供区域を 14 地域に分割し、地域ご

との詳細な分析をおこなっています。 

 

◇地域割り 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◇6 提供区域・14 地域対照表 

 
 
 
 
 
 
 
 

提供区域 14地域

１ 千住 １　千住地域

２　綾瀬地域

３　中川地域

４　佐野地域 提供区域 14地域

５　中央本町地域 10　宮城・小台地域

６　梅田地域 11　江北・扇地域

７　西新井・島根地域 12　鹿浜地域

８　六町地域 13　舎人地域

９　竹の塚地域 ６ 新田 14　新田地域

２ 綾瀬・佐野

３ 梅田・中央本町

４ 竹の塚・六町

５ 江北・鹿浜・舎人

　

提供区域１/千住

提供区域２/綾瀬・佐野

提供区域３/梅田・中央本町

提供区域４/竹の塚・六町

提供区域５/江北・鹿浜・舎人

提供区域６/新田 8 六町地域
4 佐野地域

3 中川地域

2 綾瀬地域

5 中央本町地域

7 西新井・島根地域

6 梅田地域
11 江北・扇地域

12 鹿浜地域

9 竹の塚地域

13 舎人地域

14 新田地域

10 宮城・小台地域

1 千住地域
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1.1 現状 

    

 

 

令和 4 年 4 月 1 日現在の待機児童数は 1 人となりました。待機が発生した地域、年齢の定員に空きは

あったものの、本人の希望と一致しなかったことにより、待機となりました。 

保育需要率の上昇に伴い、保育需要数も年々増加してきましたが、人口減少が進んだことにより、平成

27 年度以降初めて、令和 4 年 4 月 1 日の保育需要数は前年比減となりました（P.8）。今後も保育需要率

の上昇が見込まれますが、人口減少により、保育需要数が抑制されることから、現時点において必要な保

育定員数は維持されているものと考えています。 

1.2 改定方針 

 

 

 

 

 

 

令和 3 年度改定（令和 4 年 1 月改定。以下「前回改定」という。）では、保育需要の動向の変化を的確

に反映するため、令和 3 年 4 月 1 日時点の状況に基づいて保育需要予測の見直しを行いました。今回の

改定では、令和 4 年 4 月 1 日時点の状況を反映させ、令和 6 年度までの保育定員の過不足を再検証し

ます。 

また、今後も必要な保育定員を確実に確保・維持していくため、待機児童ゼロの継続と定員の空き対策

として実施している、区立保育施設の定員調整や私立保育施設への経営支援、利用促進策等の結果分

析を行い、次年度以降の取り組み内容の更新を図ります。 

さらに、地域や年齢によっては年度の途中で定員の空きがなくなっているため、年度途中の利用（待機）

状況の実態把握を行い、対応策の実施を進めます。 

  

保育需要予測の更新 →P.8 

年度途中の利用（待機）状況の実態把握と対応策 →P.33 

・ 平成 27 年度以降で初めて保育需要数が前年比減 

・ ミスマッチが原因で待機児童が 1 人発生するも、定員の不足はなし 

待機児童ゼロの継続と定員の空き対策 →P.13 
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2．足立区の待機児童対策 

第 1 期事業計画（平成 27 年度～令和元年度の 5 か年）から第 2 期事業計画（令和 2 年度～令和 6 年度

5 か年）の 2 年目にあたる令和 3 年度まで、本プランに基づいて以下の待機児童対策に取り組んできました。 

2.1 保育定員数、待機児童数の推移 

 

 

 

認可保育所、小規模保育、東京都認証保育所の新規施設整備等により、平成 27 年度から令和 3 年度ま

での間に 4，000 人超の保育定員数の拡大を行いました。また、施設整備以外にも、家庭的保育（保育ママ）

の給食提供などの多様な保育の拡充や利用者支援、保育士の確保・定着対策等、様々な取り組みを一体

的に行ってきました。 

これらの取り組みにより、令和 2 年以降、各年 4 月 1 日現在での待機児童は概ね解消した状態を維持し

ています。 

◇保育定員数、待機児童数の推移                  （各年 4 月 1 日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

  

保育定員数の拡大だけでなく、施設整備以外の対策にも一体的に取り組み、 

待機児童を概ね解消 
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2.2 今後の課題と重点対策 

【重点対策①】保育需要予測の更新（P.8） 

【取り組み①-１】独自の人口推計等の反映（P.9） 

足立区では、急速な人口減少や、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、保育需要の動向

が非常に不安定で、先が見通しづらくなっています。そうした状況にあっても、社会状況の変化を的

確に保育需要予測へ反映するよう努め、今後も必要な保育定員数の確保・維持に繋げていきます。  

 

【重点対策②】待機児童ゼロの継続と定員の空き対策（P.13） 

【取り組み②-１】保育施設における定員の空きの取り組みの評価（P.14） 

【取り組み②-２】区立保育施設の役割（P.15） 

【取り組み②-３】私立保育施設の定員維持と定員の空き対策（P.18） 

【取り組み②-４】多様な保育の充実と利用促進（P.24） 

待機児童解消を継続するためには、必要な保育定員数を維持し、大規模集合住宅建設等によ

る局地的な需要増等に対しても必要な受け皿を確保していく必要があります。一方で、定員の空き

が長期化していることから、定員の空きの影響を大きく受けている施設が事業撤退し、需要のある

定員を欠いてしまう恐れがあります。定員の空き対策と連動し、必要な保育定員の確実な確保・維

持を図っていきます。 

 

【重点対策③】年度途中の利用（待機）状況の把握と対応策（P.33） 

【取り組み③-１】年度途中の利用（待機）状況（P.33） 

【取り組み③-２】年度途中の待機児童対策（P.35） 

年度当初の待機児童は概ね解消された状態が続いている一方、地域や年齢によっては年度の

途中で定員の空きがなくなり、待機児童が発生しています。年度途中の利用（待機）状況の実態を

正確に把握し、対応策を実施していきます。 
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3．保育需要予測の更新 
急速な人口減少、新型コロナウイルス感染症拡大による社会状況の悪化等により、今後の保育需要の動向 

は極めて見通しづらくなっています。前回改定では、足立区人口推計（令和 2 年 2 月改定）と人口実態が乖

離していたことから、待機児ゼロ対策担当課独自の人口推計（以下「独自推計」という。）を実施しました。 

本改定では、独自推計や大規模住戸開発の動向等を令和 4 年 4 月 1 日の実績に基づいて更新し、令和

6 年度までの保育定員計画を改めて検証します。 

3.1 保育需要数・保育需要率の推移 

 

 

 

足立区では、保育需要率が毎年 2 ポイント前後上昇していたため、就学前人口が減少傾向にあっても、

保育需要数は平成 27 年度から一貫して増加を続けていました。今回、人口減少が保育需要率の上昇を

上回ったことにより、保育需要数が前年比減となりました。 

保育需要率の上昇は、就学前児童の母親のフルタイム就労割合が大きく増加したこと（資料 3（P.99））

や、保育定員数が拡大されたことで新たな保育需要が顕在化したことなどが原因と考えています。 

◇就学前人口、保育需要数、保育需要率の推移             (各年 4 月 1 日現在) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

  

保育需要率は 7 年連続で上昇したが 

就学前人口の減少が進んだため、保育需要数は平成 27 年度以降で初めて前年比減 
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3.2 保育需要予測（令和 5～6 年度） 

（１）独自の人口推計等の反映 

社会状況の変化を適切に反映した保育需要数（A）の見込みを算定するため、前回改定時の算定方法

に令和 4 年度実績等を反映して、保育需要予測を更新しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 毎年、各年齢児が、増減なく持ち上がると仮定しました。 
・ 令和 5 年度以降の 0 歳児人口は、令和 4 年度の 0 歳児人口と同数と仮定しました（※）。 

※ 長期的に、人口減少が続くことが見込まれますが、0 歳児人口を令和 4 年度と同数とした理由

は以下の通りです。 

・ 足立区人口推計改定以降の実態データが少なく、変動も大きいことから、現時点で適正な変

化率を算出することが困難であるため。 

・ 人口を少なく推計し、実態がそれを上回った場合、推計値に基づいて確保・維持を行った保

育定員数では、実際の保育需要数を満たせず、待機児童を発生させる恐れがあるため。 

◇令和 4 年 4 月 1 日実態に基づく独自の人口推計 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・  「児童人口Ⓐ」には、令和 4 年 4 月人口実態に基づく独自推計（下記参照）により算出した人数を適用

しました。 

・  「保育需要率Ⓑ」には、平成 31 年 1 月に実施した保育ニーズ調査で、量の見込みの算定に用いた「利

用意向率」と、令和 2～4 年の各年 4 月における保育需要率の実績を比較し、一番高い率（％）を適用し

ました。 

・  「大規模開発Ⓒ」のファミリー向け 50 戸以上の大規模住戸開発による発生需要数に、最新の状況を適

用しました。 

（単位:人） 

【独自推計の考え方】 

年齢区分
令和4年
（実態）

令和5年 令和6年

0歳 4,302 4,302 4,302

1歳 4,325 4,302 4,302

2歳 4,416 4,325 4,302

3歳 4,694 4,416 4,325

4歳 4,794 4,694 4,416

5歳 4,867 4,794 4,694

合計 27,398 26,833 26,341

前年との差 -565 -492

足立区全体
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3～5
歳児

1･2
歳児

0
歳児

3～5
歳児

1･2
歳児

0
歳児

3～5
歳児

1･2
歳児

0
歳児

7,700 5,501 1,088 7,903 5,515 1,157 7,683 5,561 1,159

①児童人口　 14,355 8,741 4,302 13,904 8,627 4,302 13,435 8,604 4,302

②保育需要率 53.6% 62.9% 25.3% 56.6% 63.2% 26.5% 56.8% 63.3% 26.5%

③大規模開発 - - - 29 61 18 51 118 20

9,278 5,961 1,480 9,268 5,929 1,468 9,265 5,925 1,464

+1,578 +460 +392 +1,365 +414 +311 +1,582 +364 +305

実　　績 見　　込　　み

14,403

保育需要数
①*②+③

(A)

令和6年4月1日令和4年4月1日(実績) 令和5年4月1日

14,289 14,575

16,719 16,665 16,654

過不足
(B)-(A)

保育定員数
(B)

（２）更新結果 

 

 

 

（1）の更新反映後の保育需要数と、保育定員計画（P.11）を比較した結果は下表のとおりです。 

◇更新反映後の保育需要数と保育定員数の見込み 

 

  

 

 

  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

保育需要率の上昇により、人口減少が進んでも保育需要数は若干増加すると予測されますが、令和 6

年度まで、いずれの年度においても、保育定員数（B）が保育需要数（A）を上回る見込みです。また、事業

計画の 6 つの提供区域においても、すべての区域・年齢区分で保育定員数が保育需要数を上回る見込み

です（資料 2（P.60.64.72.78.86.96）参照）。 

現在の計画で、必要な保育定員数は確保できていることから、令和 6 年度まで保育施設の新規整備は

行わないこととします。 

必要な保育定員数は、確保できている見込みであることから 

令和６年度まで新規保育施設は整備しない 

（単位:人） 

※ 保育需要数(A)の年齢区分別の数値は小数点以下の端数を含むため、合計と合致しない場合がある。 
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1･2
歳児

1･2
歳児

1･2
歳児

5,961 5,929 5,925

（-54） （-11）

定員数 定員数

・ -10 ・ -3

定員数

・ -11 ・
-8

・ -1

定員数

・ -28

・ -4

≪家庭的保育（廃業）≫

≪認可保育所（改築）≫

4事業者（合計）

変

更

内

容

≪認可保育所（民営化）≫

≪小規模保育≫

定員変更（合計）
※令和4年度中

3事業者（合計）

（廃止）1事業者（合計）

9事業者（合計）

千住保育園

≪家庭的保育（廃業）≫

≪認証保育所（定員変更）≫

実 績 計　　　　　画

令和6年4月1日

9,265

3～5
歳児

0
歳児

3～5
歳児

0
歳児

保
育
定
員
数

9,278 1,480 9,268 1,468

16,719

3～5
歳児

西綾瀬りりおっこ保育園

0
歳児

16,665

令和4年4月1日 令和5年4月1日

16,654

1,464

【参考】保育定員計画 

保育定員数（B）は、下表の保育定員計画に基づいて算定しています。 

現在、新規整備の予定はありませんが、小規模保育の閉園や定年到達による家庭的保育の廃業予

定等があります。そのため、令和 4～6 年度の間に、区全体で 65 人分の定員減少が想定されますが、

定員の不足は発生しない範囲です。 

 

◇保育定員計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（注意点） 次の場合の保育定員数には「認可定員数」を用いています。 

・ 区立保育施設において入所定員抑制（P.17）を行っている場合 

・ 私立認可保育所・認定こども園・小規模保育において利用定員変更を実施し、「利用定員数」

と「認可定員数」が異なっている場合 

  

（単位:人） 
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1･2
歳児

0
歳児

1･2
歳児

0
歳児

1･2
歳児

0
歳児

10,123
(8,741)

5,012
(4,302)

10,025 4,946 9,904 4,880

5,313
(5,258)

1,262
(1,267)

5,313 1,262 5,313 1,262

6,575

【目標値】
保育利用率
(B)/(A)

43.4%
(50.0%)

目　　　標

令和4年度
（）は実績値

令和5年度 令和6年度

児童人口（A）
15,135

(13,043)
14,971 14,784

保育定員数(B)

6,575
(6,525)

6,575

43.9% 44.5%

認可保育所､認定こども園､

小規模保育､家庭的保育

（３）保育利用率の目標の達成状況 

 

 

国指針（※）に基づく事業計画では、計画期間内の 3 歳未満児童の対象年齢人口に対する認可保育

所、認定こども園、地域型保育事業（足立区においては、家庭的保育、小規模保育）の保育定員数の割

合を示した「保育利用率」の目標値を定めることとされており、足立区では、第 2 期事業計画の期間内（令

和 2～6 年度）の保育利用率の目標値を、令和 2 年度改定（令和 3 年 3 月改定）時に、下表のとおり定め

ました。 

令和 4 年度の実績は、目標値 43.4%を 6.6 ポイント上回る 50.0%となりました。 

 

 

◇保育利用率の目標（区全体） 

 

 

 

 

 

 

 

  

令和 4 年度は目標値 43.4%を 6.6 ポイント上回る 

※  「教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制の整備並びに子ども・子育て支援給付並びに地域子ども・

子育て支援事業及び仕事・子育て両立支援事業の円滑な実施を確保するための基本的な指針」 
 

（単位:人） 
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4．待機児童ゼロの継続と定員の空き対策 

前回改定では、4 月時点では全年齢で定員の空きが発生しているものの、0、1 歳児は年度の途中入所で

概ね定員が充足している状況であることから、事業撤退等により定員が減少すると、待機児童が発生する恐

れがあると分析しました。そのため、年間通して利用の見込みがない 3～5 歳児の定員調整や私立保育施設

への経営支援を実施することで、私立保育施設の事業撤退を防止し、必要な定員の維持・確保を図ってい

ます。 

また、多様な保育サービスの魅力向上と、それをわかりやすく伝えることなどで、利用促進も図ってるほか、

大規模集合住宅建設等により、限定的な地域で需要増が発生することが見込まれる場合には、受け皿確保

を図っていく必要があります。 

 

◇待機児童ゼロ継続への取り組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

定員の
維持

空き対策
定員の
確保

多様な
サービス

P.15 区立保育施設の役割と施設更新 ● ●

P.17 区立保育施設の入所定員抑制 ●

P.18 私立保育施設の建て替え推進 ● ● ●

P.20 私立保育施設の定員変更（経営支援） ● ●

P.21 私立保育事業者の固定的経費の補助 ● ●

P.23 大規模集合住宅建設時の保育施設の設置協議 ●

P.24 小規模保育・家庭的保育（保育ママ）の利用促進 ● ●

P.27 幼稚園の預かり保育拡充と幼稚園教諭等の確保・定着策 ●

P.29 東京都認証保育所の保育料負担軽減制度と運営支援 ● ●

P.30 企業主導型保育事業への支援 ●

P.31 保育コンシェルジュによる利用者支援 ●

P.32 必要な財源確保（子ども・子育て施設整備基金の充当計画） ● ●

待機児童ゼロ継続への取り組み
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4.1 保育施設における定員の空きの取り組みの評価 

（１）定員の空きの取り組み内容 

 

 

4 月時点では、すべての区域、年齢で定員の空きが発生していますが、3～5 歳児は年間通して利用の

見込みがない空き定員が多数を占める一方で、0、1 歳児は年度の途中入所で概ね空きがなくなる状態の

ため、事業撤退等により全体の定員が減少した場合、待機児童が発生する恐れがあります。そのため、現

在、次の対策を実施しています。 

ア 区立保育施設の入所定員抑制等による利用の見込みがない定員の調整 

イ 私立保育施設に対する利用定員変更等による経営支援 

 

（２）評価と今後の取り組み 

 

 

 

ア・イの取り組みを実施したことにより、令和 4 年 4 月 1 日の空き定員（区立保育施設の入所定員抑制

や私立保育施設の利用定員変更等を加味した、受入人数に対する空き）は、昨年度より区全体で 286 人

改善しました（資料 1（P.47））。 

一部で、定員の空きが原因で小規模保育等が事業撤退しましたが、待機児童が発生しやすい 0～2 歳

児の定員を極力維持しながら、3～5 歳児の定員調整を図ったことで、0～2 歳児での年度当初の待機児

童発生を回避しつつ、定員の空きを改善することができました。 

なお、3 歳児では待機児童が発生しましたが、本人の希望とのミスマッチが待機の原因です。令和 3 年

度から 4 年度にかけて、当該地域の 3 歳児定員は同数を維持しています。 

以下のとおり内容の見直し等を実施しながら、引き続き、定員の空き対策に取り組んでいきます。 

ア 区立保育施設の入所定員抑制 

就学前人口の動向や、保育需要の状況等を踏まえて、各園の抑制人数を見直します。空きが減

少した地域、年齢では、抑制の解除を含めた見直しを実施します。 

イ 私立保育施設への経営支援 

各施設の空き状況や地域の保育需要を総合的に勘案した上で、翌年度以降の実施内容を検討し

ていきます。 

  

事業撤退による待機児童の発生を防止するための対策を実施 

・ 0～2 歳児の待機児童発生を回避しつつ、空きを改善 

・ 地域ごとの保育需要の動向等を踏まえ、今後の定員の空きの取り組み内容を調整 
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4.2 区立保育施設の役割 

区立保育施設では、以下のような公立園の役割を踏まえ、保育サービスの充実を図りながら、施設更新

と連動して、地域における保育定員数を長期的に適正化しています。 

また、定員の空きによる課題解消のため、短・中期的な保育定員の調整策として、地域の需給バランスに

基づいて入所定員の抑制を行っています。 

（１）区立保育施設の役割と施設更新 

 

 

 

区立保育施設では、地域での子育て支援の拠点としての役割に基づいて、保育サービスのより一層の

向上のため、令和 3 年度から、入所定員抑制により生じた人員を活用して、一時保育時間の拡充など、地

域の子育て支援等の充実を図っています。 

また、「足立区一般施設のマネジメント計画（以下「マネジメント計画」という。）」の取り組み方針に基づ

いて、次頁のとおり、区立保育施設の建て替え、移転等を実施していきます。その際、地域ごとの詳細な

保育ニーズ分析に基づいて保育定員数の見直しを行い、保育環境の向上とともに地域における保育定

員数の適正化を図ります。 

ア 公立園の役割（資料 6（Ｐ.105））より） 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 地域の子育て支援の充実 

保護者の病気や出産または家族の介護・看護などで、緊急かつ一時的に家庭での養育が困難になった

場合に、区立保育施設でお預かりできるよう、地域の子育て支援機能の整備を進めています。 

また、区立保育施設から近隣の私立保育施設へ人材育成のノウハウ提供等の支援を行うとともに、これま

で以上に小学校等の教育施設との連携強化により、地域全体で子育て家庭の支援ができるように取り組ん

でいきます。 

  

・ 区立保育施設の役割に基づいて、地域の子育て支援等の充実を図る 

・ 区立保育施設更新等と連動して、地域における保育定員数を適正化 

（１）教育・保育の拠点機能 

ア  地域子育て支援の拠点 

イ  小規模保育・保育ママの支援 

ウ  発達支援児の対応モデルの構 

 築と私立保育園へのノウハウ提 

供 

（２）地域のセーフティネット 

ア  医療的ケア児受け入れの実施 

イ  災害時の受け入れの実施 

ウ  虐待、養育困難家庭等の児童の 

緊急的な受け入れ 

 

（３）保育人材育成の場 

ア  園運営や支援・連携のスキル 

 を備えた人材の計画的な育成 

イ  地域の保育施設の人材育成 
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ウ 公立園の役割を踏まえた施設更新の考え方（方針）（資料 6（Ｐ.105））より） 

・  公立園の役割と保育需要等の推計に基づいて、公立園 16 園を地域における中心的な役割を担う

「拠点園」と位置づけ、存続させる。 

・  16 園は、令和 2 年度時点での暫定目標数であり、拠点園の役割検証、保育需要の動向等を踏ま

え、必要に応じて見直す。 

・  拠点園以外（指定管理、区立認可外保育施設を含む）については、毎年策定する「足立区待機児

童解消アクション・プラン」における地域ごとの需要分析等を踏まえ、各施設の更新時期に「民営化」

「統廃合」等の方針を決定する。 

エ 令和３～6 年度にマネジメント計画に基づく取り組みを実施する施設 
マネジメント計画における第１期（令和 3～6 年度）の対象施設及び実施内容は下表のとおりです。なお、

下表以外の施設については、今後、実施に向けて調整し、方向性を検討していきます（資料 7（P.107））。 

◇区立保育施設の更新等計画（令和 3～6 年度） 

※ 区立認可外保育施設の継続・統廃合の考え方については、資料１（P.57）を参照。 

◇保育定員数の増減（令和 4 年度以降） 

 

 

 

 

 

 

 

オ 区立保育施設の施設更新計画の策定 
区立保育園の役割を踏まえた施設更新の考え方を着実に達成するために、マネジメント計画にある各

保育施設の方針を具体化した施設更新計画の策定を令和 4 年度中の完成を目指して、進めています。 

  

園名 方向性 実施内容 備 考 

新田三丁目なかよし保育園 

（区立認可外保育施設） 
廃止等 廃 園 

地域全体の保育需要の状況を踏まえ、令和 4 年 3 月

末で閉園。 

千住保育園 

（認可保育所） 

その他

（民営化） 
譲 渡 

公設民営保育所の園舎を民間へ譲渡し、完全民営化

を予定。 

変更
前

 変更
後

0
歳児

1
歳児

2
歳児

3
歳児

4・5
歳児

計

R4.4.1
（―）

新田三丁目なかよし保育園 14 新田地域 44 0 -6 -8 -10 -20 -44

R5.4.1
（―）

千住保育園（民営化） 1 千住地域 125 115 0 -4 -2 -4 -10

169 115 0 -6 -12 -12 -24 -54

定員変更内容（人）定員数（人）

計 2施設

地
域

地域名
変更日

(整備年度)
園名
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0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 合計

令和４年までの抑制数 0 ▲ 23 ▲ 62 ▲ 43 ▲ 41 ▲ 32 ▲ 201

令和５年入所抑制数 0 ▲ 2 ▲ 16 ▲ 25 ▲ 43 ▲ 31 ▲ 117

令和６年入所抑制数 0 0 0 ▲ 14 ▲ 20 ▲ 32 ▲ 66

累計 0 ▲ 25 ▲ 78 ▲ 82 ▲ 104 ▲ 95 ▲ 384

3～5
歳児

1･2
歳児

0
歳児

3～5
歳児

1･2
歳児

0
歳児

3～5
歳児

1･2
歳児

0
歳児

7,700 5,501 1,088 7,903 5,515 1,157 7,683 5,561 1,159

9,278 5,961 1,480 9,268 5,929 1,468 9,265 5,925 1,464

116 85 215 103 281 103

9,162 5,876 1,480 9,053 5,826 1,468 8,984 5,822 1,464

過不足
(D)-(A)

+1,462 +375 +392 +1,150 +311 +311 +1,301 +261 +305

保育需要数
(A) 14,289 14,575 14,403

令和4年4月1日(実績) 令和5年4月1日 令和6年4月1日

16,719 16,665 16,654

抑制を反映した
保育定員数
(D)=(B)-(C)

区立抑制数
(C)

保育定員数
(B)

実  績 見 込 み

16,518 16,347 16,270

201 318 384

（２）区立保育施設の入所定員抑制 

保育定員が充足している地域の区立保育施設（直営園）においては、保育の需給調整弁としての役割

を踏まえて、一部の年齢の入所定員を抑制しています。 

前回改定で、令和 6 年度までの抑制計画を設定しましたが、令和 4 年 4 月の保育需要の実績等を踏

まえて、下表のとおり令和 5 年度以降の抑制計画を見直しました。 

◇区立保育施設（直営園）の抑制予定数（令和 5～6 年） 

 

 

 

 

 

令和 6 年度までの入所定員抑制により、私立保育園を含めた区内の認可保育所の 4 月当初入所率が、

全国平均である約 90％まで改善する見込みです。これにより、私立の認可保育所の経営が安定し、事業

撤退が防止できると考えています。 

なお、入所定員抑制の人数や実施施設等については、すべての提供区域・年齢区分で、抑制反映後

の保育定員数が保育需要数を下回らないよう、毎年、保育需要の状況等を検証し、令和 6 年度以降も継

続する予定です。 

【参考】入所定員抑制を反映した保育定員数と保育需要数の予測の比較 

区立保育施設（直営園）の入所定員抑制を反映した保育定員数と、保育需要数の予測（P.10）を比較

した結果は下表のとおりです。 

◇入所定員抑制を反映した保育定員数と保育需要数の予測の比較 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（単位:人） 

（単位:人） 

※ 過不足には、年度の途中入所等により、４月以降に利用する定員が含まれています。 
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4.3 私立保育施設の定員維持と定員の空き対策 

私立保育施設は、各運営主体がそれぞれの特色を生かした保育を提供することで、利用者の多用な保

育ニーズに対応しています。また、待機児童を発生させないためにも、私立保育施設の定員は今後も維

持していく必要があります。引き続き、空きの集中を原因とする経営不振により事業撤退が発生することを

防ぐための経営支援を実施していくことで、定員の維持を図ります。また、大規模集合住宅建設時の保育

施設設置協議等を引き続き実施することで、局地的な需要増に対応し、必要な定員を確保します。 

 

（１）私立保育施設の建て替え推進 

 

 

 

老朽化した私立保育施設の建て替え等の施設整備に対する支援において、第１期事業計画期間（平

成 27 年度～令和元年度）では、私立認可保育所 11 園が建て替え・改修を完了しました。その際、地域の

保育需要を踏まえて、合計 159 人分の定員を拡大しました（P.19「◇第 1 期事業計画（平成 27 年度～令

和元年度）における私立認可保育所の建て替え等の実績」表参照）。 

 

ア 取り組み方針 
令和 4 年 4 月現在で築 40 年以上の私立認可保育所が 18 施設ありますが、多くの施設が仮設園舎

や移転先の用地が見当たらないことや、資金不足等の理由で、建て替え等の見通しを立てられないこ

とが課題となっています。このため、以下の取り組みを実施することで私立保育施設の建て替え等の施

設更新を促進しています。 

 

（ア）整備費助成の継続・基金の活用 
足立区私立保育園施設整備費補助要綱に基づく整備費助成を継続し、事業者による金銭的負担

を軽減することで建て替えや改修等を支援しています。区の負担金に対しては、「足立区子ども・子

育て施設整備基金」を活用しています。 

 

（イ）公有地の活用推進 

仮設園舎や移転先の用地として、公有地が二方向避難など保育施設用地としての要件を満たし、

かつ、私立保育施設の整備に活用できる場合は、庁内の関係所管と連携するなど、早期に活用でき

るよう取り組んでいます。 

 

  

・ 私立認可保育所の建て替え・改修を支援することで必要な保育定員を維持 

・ 建て替え・改修時には地域の保育需要に合わせて定員変更を協議 
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イ 私立認可保育所の建て替え等計画 
第２期事業計画期間（令和 2 年度～令和 6 年度）においては、私立認可保育所３園が建て替え等を完

了しており、今後更に 1 園の建て替えが計画されています（令和 4 年 10 月現在）。これまでは待機児童解

消のために、建て替え等の際には積極的に定員を拡充してきましたが、今後は、空きが出ている 3～5 歳

児の定員減を含めて、地域の保育需要を勘案し、園の経営安定化に一層配慮した定員設定を行ってい

きます。また、設備の老朽化に伴う修繕についても、各施設の状況を踏まえ、効果的な支援を実施してい

きます。 

◇第２期事業計画（令和 2 年度～）における私立認可保育所の建て替え等の計画 

 

 

 

 

 

 

  

◇第１期事業計画（平成 27 年度～令和元年度）における私立認可保育所の建て替え等の実績 

変更前  変更後 0歳児 1歳児 2歳児 3歳児 4・5歳児 計

R4.4.1
（R2～4）

ナーサリースクール
いずみ大谷田

4 佐野地域 109 114 -1 4 3 1 -2 5

R4.4.1
（R2～3）

西新井保育園 7 西新井・島根地域 134 129 6 9 -5 -5 -10 -5

R4.4.1
（R3～4）

島根いちい保育園 7 西新井・島根地域 115 110 6 6 -2 -4 -11 -5

R5.11.1
（R4～5）

西綾瀬りりおっこ保育園 5 中央本町地域 122 119 0 0 0 -1 -2 -3

480 472 11 19 -4 -9 -25 -8

定員変更内容（人）

計4施設

変更日
(整備年度)

園名
地
域

地域名
認可定員数

変更前  変更後 0歳児 1歳児 2歳児 3歳児 4・5歳児 計

H28.4.1
（H27）

高和保育園 5 中央本町地域 60 80 6 8 4 1 1 20

H28.9.1
(H27～28)

うめだ「子供の家」 6 梅田地域 130 132 9 0 2 -3 -6 2

H28.4.1
（H27）

清水保育園 12 鹿浜地域 70 80 6 3 2 -2 1 10

H29.4.1
(H28～29)

聖母のさゆり保育園 3 中川地域 60 74 0 8 9 -5 2 14

H29.4.1
(H28～29)

足立ひまわり保育園 6 梅田地域 77 110 0 5 8 7 13 33

H30.4.1
※0歳児は6.1

（H29～30）
北綾瀬聖華保育園 4 佐野地域 122 140 6 6 0 2 4 18

H30.4.1
(H28～29)

伊興すみれ保育園 9 竹の塚地域 144 151 0 2 2 1 2 7

H30.4.1
(H28～29)

西新井聖華保育園 11 江北・扇地域 125 150 2 6 1 6 10 25

H31.4.1
(H29～30)

栗原つくし保育園 7 西新井・島根地域 137 140 0 0 0 1 2 3

H31.4.1
(H30～R1)

太陽保育園 12 鹿浜地域 87 108 1 5 3 4 8 21

R2.4.1
（R1）

新田保育園 14 新田地域 91 97 1 1 1 1 2 6

1,103 1,262 31 44 32 13 39 159

定員変更内容（人）

計11施設

変更日
(整備年度)

園名
地
域

地域名
認可定員数
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（２）私立保育施設の定員変更（経営支援） 

 

 

足立区では、令和 2 年 12 月に「保育定員の確保方針」を策定し、令和 3 年 4 月入所から、地域で必要

な定員を確保しつつ、希望する私立保育施設に対して柔軟な利用定員変更（減）を実施しています。 

これにより、給付費の単価を実人員の規模に近づけて、施設の経営を支援することで、事業撤退による

待機児童の発生を防いでいます。 

 

ア 定員変更の種類 
原則として、認可定員ではなく利用定員を変更します。 

◇利用定員と認可定員の比較  ※従来は全ての私立保育施設で認可定員＝利用定員 

種類 内容 給付費 

利用定員 
・ 利用児童数の実績や今後の見込みを基に、

認可定員の範囲内で定める児童の受入れ数 

（給付費単価を規定） 

定員が減ると 
単価が上昇 

認可定員 
・ 保育室の面積や保育士数に基づいて 
 定められた児童の受入れ上限数 

 

◇給付費の決定方法 

イ 保育定員変更に関する協議基準（主なもの） 

対象施設 
入所率が低い私立認可保育所・小規模保育のうち、区の定める基準に

該当しており、かつ定員変更（減）を希望する施設 

地域及び年齢 
待機児童が発生しないことを前提に、各地域・各年齢の空き状況、保育

需要の予測及び、保育定員拡大量を踏まえて決定 

◇令和 4 年４月における保育定員変更（実績） 

 

 

 

 

  

 給付費（年額）＝ 単価（月額）×在園児童数×月数 

 利用定員数が少ないほど高い 

（単位:人） 

給付費の単価を実人員の規模に近づけて施設の安定的な経営を支援 

0歳児 1歳児 2歳児 3歳児 4・5歳児 合計

認可保育所 14施設 0 0 -4 -40 -109 -153

小規模保育　※ 3施設 -5 -4 -7 -16

合計 17施設 -5 -4 -11 -40 -109 -169

※　給付費単価の変更を伴う定員変更を実施した施設のみ計上

※　小規模保育の定員変更はすべて認可定員変更

施　設 施設数
保育定員変更の内容（施設別合計）
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ウ 実施期間について  
区立保育施設の入所定員抑制等により、令和 6 年 4 月には、私立保育園を含めた区内の認可保育

所の入所率が約 90％まで改善することが見込まれるため、「保育定員の確保方針」に基づく利用定員

変更は令和 5 年度で終了する予定です。 

◇私立認可保育所における実施イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）私立保育事業者の固定的経費の補助 

建物賃借料や人件費等の固定的経費が保育園運営の大きな課題になるため、新規開設間もない保育

施設や小規模保育、家庭的保育等に補助を行っています。 

ア 私立認可保育所の賃借料補助 

 

 

新規開設後間もない保育所では、以下のような課題があったことから、保育事業者が安定した保育

所運営を行えるように、開設後 2 年目までの賃貸物件型私立認可保育所を対象に、令和元年度から賃

借料の一部補助を行ってきました。 

・ 開設後 4・5 歳児の保育定員に対して多くの空きが発生している（運営費は入所児童数に応じて

算定されるため、空きが多いほど運営費は減少） 

・ 多くが賃貸物件型であり、地価上昇も重なって、建物賃借料が大きな負担となっている 

・ 平成 30 年度からの入所率の実績を比較すると、開設 2 年目まで入所率が低いことが顕著である 

令和 3 年度は、前年度に開設した開設 2 年目の 14 施設に対して、賃借料補助の支援を行いました。 

区の職員の配置基準を満たしており、さらに、職員の処遇改善のための加算、補助金を適切に活用

していること等を補助の要件とすることで、保育の質向上及び保育士等の処遇向上にも繋げてきました

が、新規施設整備が令和 2 年度までに完了しているため、現在は補助対象となる施設はありません。 

開設後 2 年目までの私立認可保育所への賃借料を補助 
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年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

対象施設数 8園 17園 13園 20園
（開設年度） （平成29年度開設） （平成30年度開設） （令和元年度開設） （令和2年度開設）

入所率 87% 83% 71% 70%
（対前年度比） - （▲4ポイント） （▲12ポイント） （▲1ポイント）

年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

対象施設数 17園 13園  20園

入所率 79% 55% 51%
（対前年度比） - （▲24ポイント） （▲4ポイント）

◇通年児童入所率（実績）の経年比較 

【開設 1 年目】 

 

 

 

 

【開設 2 年目】 

  

 

 

 

イ 0 歳児欠員に対する人件費相当額の補助 

 

 

0 歳児は出生や転入などにより、年度途中から保育需要数が増加することから、年間を通じて一定の定

員を確保する必要があります。そのため、年度当初では 0 歳児の定員の空きが多い小規模保育において、

一定期間不足する人件費等を補助することで、事業者の負担を軽減し、安定的に運営ができるように支

援しています。 

ウ 家庭的保育（保育ママ）の維持管理経費等の補助 

 

 

利用児童がいない場合、家庭的保育（保育ママ）には運営費が支給されず事業継続が困難になります。

そのため、保育施設の維持管理経費及び人件費を一部補助することで、家庭的保育（保育ママ）の児童

受入れ体制の維持と保育の質を確保できるよう支援しています。また、空きが継続している家庭的保育

（保育ママ）に対して、研修や個別の支援を通じて保育の質の向上を図り、児童の入所につなげていきま

す。 

  

令和 2 年度から小規模保育へ補助を開始 

令和 2 年度から利用児童がいない家庭的保育（保育ママ）を対象に補助を開始 



4．待機児童ゼロの継続と定員の空き対策 

23 

 

開設日
(整備年度)

園名
(施設種別)

地域 地域名
認可

定員数
協議対象住戸

H30.4.1
（H29)

保育ルームOhana西新井
（小規模保育）

7 西新井･島根地域 16人
島根四丁目

(ファミリー向け81戸)

H30.4.1
（H29)

新田あすか保育園
（小規模保育）

14 新田地域 15人 新田一丁目
(ファミリー向け319戸)

R3.4.1
（R2)

ちぐさ保育園カノン千住園
（小規模保育）

1 千住地域 19人 千住一丁目
(ファミリー向け169戸)

※　認可定員数は開設当初の数

（４）大規模集合住宅建設時の保育施設の設置協議 

 

 

大規模集合住宅の建設に伴って保育需要が局地的に急増し、待機児童の発生が見込まれる場合、必

要な定員の確保が必要になります。 

そのため、「足立区大規模集合住宅の建築における子育て支援施設の設置の協議に関する要綱（資

料 5（P.103）参照）」に基づいて、ファミリー向け住戸数 50 戸以上の集合住宅の建設事業者と事前協議を

行い、必要に応じて自主的な保育施設の設置を要請しています。本協議により、令和 3 年 4 月までに小

規模保育施設を 3 施設開設しています。現時点では、令和 6 年度まで、本協議に基づく保育施設の新規

開設予定はありません。 

◇（参考）大規模集合住宅建設時における保育施設整備の実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、これまでの建設事業者との設置協議の中で、大規模集合住宅建設時の保育施設設置には、次

のような課題があることが判明しました。 

・ 建設事業者にとっては、100 戸程度のマンションではスペースの確保が難しく、また、事業採算をとる

ことが困難である。 

・ マンション購入者にとっては、認可保育所・小規模保育等は区の利用調整により、保育の必要性が

高い順に入所するため、必ず利用できるとは限らずメリットが少ない。 

 

こうした課題を踏まえ、令和元年度にマンション関係者との意見交換、先進自治体のヒアリングを実施し

ました。今後、これらの結果を踏まえつつ、保育施設の自主的設置に向けて効果的な促進策を検討して

いきます。 

 

  

設置協議に基づいて、令和 3 年 4 月までに小規模保育 3 施設を新規開設 



4．待機児童ゼロの継続と定員の空き対策 

 

 

24 

 

4.4 多様な保育の充実と利用促進 

小規模保育、家庭的保育等の利用年齢が限定されている施設では、待機児童が生じやすい 1 歳児に

ついても、4 月の時点では空きが多数発生しています（資料 1（P.47））。継続的に待機児童を解消していく

ためには、前記 4.3 の経営支援の取り組みに加えて、サービスの魅力向上と、それをわかりやすく伝えて

いくことで、利用促進を図ることが必要です。 

保育サービスの充実を図り、利用者の多様なニーズや、各世帯の状況に対応できるようにすることで、

需給のミスマッチの解消に努めています。 

（１）小規模保育・家庭的保育（保育ママ）の利用促進 

小規模保育、家庭的保育（保育ママ）は、アットホームな環境で、一人ひとりに寄り添った、きめ細かな

保育ができますが、一部の家庭的保育（保育ママ）では、弁当等を持参する必要がある等、利用しにくい

要因があります。そのため、多くの方が利用しやすくなるように、以下の取り組みを引き続き行っていきます。 

   ア 家庭的保育（保育ママ）の給食提供の充実 

 

家庭的保育では、平成 28 年度から段階的に給食を導入し、自園調理のほか、国が実施する家庭的

保育コンソーシアム（共同事業体）形成事業の活用（※1）や外部からの搬入により、給食提供ができる

ように仕組みづくりを進めてきました。これによって、令和 4 年度までに全事業者の 9 割近く（105 事業

者）が給食提供を実施しています。引き続き、栄養士による巡回をはじめ、各種マニュアル・ガイドライン

の更新や研修等を行うことで、安全安心な給食提供がされるように取り組んでいきます。また、給食提供

が義務付けられる令和 6 年度末までに、全ての家庭的保育（保育ママ）で給食提供できるように支援を

行っていきます。 

◇給食提供者数 

 

 

 

 

 

※1 給食提供未実施の事業者に、既に自園調理を実施している事業者が給食を搬入する事業を実施。 

※2 平成 28～29 年度は自園調理モデル事業として実施。 

※3 給食提供者数（累計）は、毎年度 5 月時点で給食提供を実施している事業者数。 

※4 各年 4 月 1 日現在の事業者数（区認定家庭的保育を含む）。平成 28～29 年度は平成 28 年 4 月 1 日の事業者数を記載。 

◇令和 4 年度給食提供者内訳 

 

  

令和 4 年度は 9 割近くの事業者で給食提供実施 

年度
平成28～29年度

※2 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

給食提供者数
　　　　　 　※3

6事業者 19事業者 39事業者 54事業者 114事業者 105事業者

全事業者数
　　　　　 　※4

172事業者 154事業者 147事業者 138事業者 129事業者 117事業者



4．待機児童ゼロの継続と定員の空き対策 

25 

 

対象児童 281人

申込者数 142人

内定者数 113人

待機数 29人

待機となった29人は、一般の利用申し込みの対象。

保育施設を希望した全員が最終的に内定しました。

9月頃 10月頃 11月頃 2月頃

利用申し込み 結果通知

先行利用調整の実施 一般の利用申し込み

先行利用調整の
利用申し込み

先行利用調整の
結果通知

一般の利用申し込みよりも先に、

「先行利用調整」用に設けられた定員枠に

申し込むことができます。

イ 小規模保育・家庭的保育（保育ママ）卒園児の先行利用調整  

 

 

小規模保育や家庭的保育は 2 歳児で卒園となることから、保護者は卒園後の保育先を探すことへの負

担や不安があるため、区では、平成 31 年 4 月入所分から先行利用調整を実施しています（一部の施設で

は、平成 30 年 4 月入所分から認可保育所との施設連携を実施。）。 

先行利用調整とは、小規模保育・家庭的保育等の年齢上限がある施設を卒園する 2 歳児を対象に、区

全体で認可保育所の 3 歳児クラスに定員枠を確保した上で、一般の 4 月入所に先行して内定者を決定す

るものです。なお、先行利用調整の定員枠は、一般の利用申し込み枠を確保した上で設定しています。 

対象者から「早い時期に内定が決まり安心した」といった声も多く寄せられており、小規模保育・家庭的

保育等を利用する保護者の安心感の確保に効果があったといえます。 

今後も、保護者が安心して就学前まで保育サービスが受けられる仕組みを構築していきます。 

◇先行利用調整の実施 

 

 

 

 

 

 

 

◇令和 4 年 4 月先行利用調整の実施結果（２歳卒園児） 

 

 

 

 

 

ウ 家庭的保育（保育ママ）の一時保育 

 

 

アットホームな環境で一人ひとりに寄り添った保育を実際に体験していただけるよう、一部の家庭的保育

（保育ママ）で「一時保育」を開始しました。通院やリフレッシュ等で一時的にお子さんをお預かりする「一時

保育」を利用していただくことで、家庭的保育（保育ママ）の認知度や入所率が向上するように支援していき

ます。 

  

小規模保育・家庭的保育の卒園児を対象に先行利用調整を実施 

令和３年度１０月から家庭的保育（保育ママ）で一時保育を開始 
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エ 家庭的保育（保育ママ）・小規模保育のＰＲ 

 

 

家庭的保育・小規模保育は、少人数の家庭的な環境で保育を受けることができる、利用者の満足度が

高い施設です（※）。保育料は認可保育所と比べて 1 割程度安価に設定されていますが、令和元年度の待

機児童実態調査の結果では「保育料が高い」といった誤解が残っていました。そのため令和 2 年度に保育

を希望する全ての世帯に向け、家庭的保育・小規模保育それぞれの魅力や 1 日の保育の様子を分かりや

すくまとめた PR 動画を作成し、区ホームページで公開したほか、保育コンシェルジュによる相談等でも活用

しています。 

今後も制度の詳細について一層の周知を進めるため、引き続き PR 動画を活用していきます。さらに、家

庭的保育・小規模保育の PR チラシの刷新や、施設案内に保育室の写真を掲載する・施設案内を区ホーム

ページで公開するなど内容の充実に努め、利用促進に継続して取り組んでいきます。 

※ 令和３年度「家庭的保育事業利用者アンケート」において、100％の利用者が「満足」又は「概ね満足」

と回答しています（「満足」87.4％・「概ね満足」12.6％）。 

 

◇家庭的保育・小規模保育のＰＲ動画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

小規模保育の 1 日 家庭的保育（保育ママ）の 1 日 

こちらのＱＲ

コードからご覧

いただけます。 

家庭的保育・小規模保育の PR 動画の活用 
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（２）幼稚園の預かり保育拡充と幼稚園教諭等の確保・定着策 

 

 

足立区では、全ての私立幼稚園が預かり保育を実施しており、就労世帯の子どもの受け入れを行うこと

で地域の子育て支援に大きな役割を担っています。 

平成 31 年 1 月の子ども・子育て支援に関するニーズ調査においても、就労しながら幼稚園を利用して

いる方が一定程度いることが分かっています。さらに、今後利用したい平日の定期的な教育・保育事業と

して、「私立幼稚園の預かり保育」が、現在利用している 6.5％より 20.1 ポイント多く 26.6％であることがわ

かりました。 

こうした今後のニーズにも対応するため、足立区では幼稚園における長時間の預かり保育を一層推進

する必要があると考えており、以下の取り組みを実施しています。 

 

ア ⾧時間預かり保育の推進 

足立区では、1 日 8 時間以上の月ぎめ預かり保育を利用する保護者の負担を軽減するため、区独自

の「幼稚園教育奨励事業」を実施しています。また、国の実施する「一時預かり事業」や、東京都の実施

する「TOKYO 子育て応援幼稚園」の活用も推進しています。 

このうち、「幼稚園教育奨励事業」については、平成 30 年 4 月から補助上限人数を撤廃しており、各

私立幼稚園における受入枠拡大を促進しています。また、「一時預かり事業」や、「TOKYO 子育て応援

幼稚園」についても、実施園の環境整備のための補助を充実させ、令和 6 年度までに計 24 園の実施を

目指します。 

 

イ 幼稚園教諭等への住居借上げ支援及び奨学金返済支援（平成 31 年 4 月開始） 

幼稚園等における長時間預かり保育を推進するとともに、幼稚園教諭等の人材の確保、定着及び離

職防止を図るため、保育施設の保育士等を対象とする補助（P.39.40）と同等の「幼稚園教諭等住居借上

げ支援事業」及び「幼稚園教諭等奨学金返済支援事業」を、区独自事業として開始しました。 

さらに、令和 2 年度から、これらの経済支援策を広く発信するためのリーフレット（P.40）を作成し、全国

の養成校に配布することで、これらの事業を周知しています。 

 

令和 3 年度までの取り組みの結果、令和 4 年度における長時間預かり保育の実施園数は 20 園（P.28

「◇長時間預かり保育実施園」参照）となり、平成 27 年度の 8 園から倍以上増加しています。 

今後も国の動向などを注視しながら、長時間の預かり保育を実施する私立幼稚園に対する支援策を

検討していきます。 

◇幼稚園教諭等への住居借上げ支援事業実績   ◇幼稚園教諭等への奨学金返済支援事業実績 

 

 

 

  

⾧時間預かり保育の実施園は 20 園となり、直近 5 年間で倍増 

年度 令和2年度 令和3年度

申請者数 66人 79人
（施設数） （18施設） （21施設）

実績額 46,323千円 55,386千円

年度 令和2年度 令和3年度

申請者数 52人 61人
（施設数） (15施設) (17施設)

実績額 3,774千円 4,390千円
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足立みどり★
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★本行寺第二伊興

◇⾧時間預かり保育実施園 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇⾧時間預かり保育の実施園数と利用園児数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 5 園 

 15 園 

短時間実施、長期休暇中の実施無し等 

［令和 4 年度実施園］ 計 20 園／全 50 園中 

★：「幼稚園教育奨励事業」実施園   

●：「一時預かり事業」実施園 

◎：「TOKYO 子育て応援幼稚園」 

【参考】上記以外の預かり保育       30 園 
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（３）東京都認証保育所の保育料負担軽減制度と運営支援 

 

 

東京都認証保育所は、低年齢保育や長時間保育などの多様化する保育ニーズに応えることができる

利便性の高い施設であり、区の待機児童対策に大きな役割を果たしています。このため、区では今後も必

要な施設と考え、支援を行っていきます。 

 

ア 東京都認証保育所の保育料負担軽減制度 

認証保育所の保育料負担軽減制度（旧利用者助成制度）については、年齢区分に応じた一律の助

成に加え、平成 27 年度以降、所得や、世帯の多子状況に応じた利用者助成の拡充を行ってきました。

さらに、令和元年度から開始した幼児教育・保育の無償化にあわせて、国の制度に加え、東京都が行う

利用者支援・多子支援の制度を活用し、新たな負担軽減制度として拡充を行い、利用者の負担軽減と

認証保育所の利用促進を図っています。 

 

イ 技能・経験に着目した運営費加算の実施 

認可保育所等と同様、平成 30 年度から都が創設した、技能・経験に着目した運営費加算を区でも

行っています。これにより、技能・経験を積んだ職員に対して追加的な処遇改善を行うことで、認証保育

所で働く保育従事職員の専門性の向上を図り、更なる保育の質の向上を目指します。 

 

ウ 東京都認証保育所の修繕費及び、移転による整備費補助の実施 

認証保育所は、平成 13 年度の制度創設から約 21 年を経過し、当初に開設した園は、建物設備や

保育室内の老朽化が問題となっています。そこで、平成 30 年度から開設後の経年劣化に対応する修

繕費補助制度を開始し、老朽化した園を支援しています。 

また、修繕費補助制度を超える大規模な改修が必要な園に対応するため、定員拡大も合わせた移

転や増床による整備費補助を区でも導入し、事業者へ周知を図っています。整備費補助には東京都

の補助金を活用した後も一定の区負担が発生するため、「足立区子ども・子育て施設整備基金」を活用

していきます。 

◇区内認証保育所の経過年数（令和 4 年 4 月時点） 

 

 

 

 

 

  

東京都認証保育所の保育料負担軽減等を継続 

経過年数 15年以上
10年以上
15年未満

10年未満

施設数（全33園中） 15園 11園 7園
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（４）企業主導型保育事業への支援 

 

 

ア 企業主導型保育事業について 

企業主導型保育事業とは、企業が一定の基準のもとに設置する保育施設であり、国（内閣府）が整備

費及び運営費を助成しています。主に当該企業や提携企業の従業員の子どもを受け入れる施設ですが、

その多くが地域の児童も受け入れています。 

令和 4 年 10 月現在、区内では 27 施設（定員 574 人分）が運営しています。施設の新規整備や運営

内容について区が直接関与することはできませんが、これまで区内企業に制度の周知や開設に向けて

の相談・情報提供等の支援を行いながら、地域の児童の受入れ拡大を図ってきました。 

◇企業主導型保育事業の状況（令和 4 年 10 月現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 保育従事職員の処遇を改善する補助（保育士等キャリアアップ補助金）の実施 

国の助成が決定した企業主導型保育事業のうち、地域の児童の受け入れを行い、保育に従事する職

員のうち、保育士が 6 割以上配置（小規模保育事業と同等の基準）されている等の、区独自の条件を満

たした施設に対して、保育従事職員の処遇を改善する保育士等キャリアアップ補助を実施しているほか、

施設検査や助言などの支援も行っています。 

今後開設予定の施設も含めて、各施設へ制度を周知し、より安心な保育施設の拡大を図ります。 

◇令和 3 年度キャリアアップ補助実績 

  

設置数 27 施設 

定員数 574 人分 

交付施設数 10 施設／27 施設中 

実績額 16,502 千円 

定員数は、従業員の子どもの枠と、

地域の子どもの枠の合計。 

:企業主導型保育事業 

保育士配置割合の引き上げなど区独自の条件を満たした事業所に 

キャリアアップ補助金を交付 
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（５）保育コンシェルジュによる利用者支援 

 

 

保育コンシェルジュは、保育を必要とする相談者の個々のニーズに応じた保育施設の紹介や預け先の

提案、子育て相談や関係窓口の案内など、きめ細やかな相談を行っています。区役所窓口やオンライン

による個別相談の他、子育てサロンでの出張相談等により、令和 3 年度は年間延 2,793 人のご利用があ

りました。 

令和 3 年 4 月から、新型コロナウイルス感染症予防で外出を控えている方などの相談の機会を確保す

るため、オンライン相談を開始しています。また、令和 4 年 2 月から、初めて保育施設を利用する保護者

の方を対象にしたオンライン説明会を毎月 3 回程度開催しており、コロナ禍において安心してご相談いた

だける環境づくりに努めています。 

窓口での相談の際には、さらなる相談の質の向上を図るため、タブレット端末を活用して最新情報を視

覚的にわかりやすく伝えていくなど、より適切で的確な保育サービス・子育てサービスの選択、利用に繋が

るよう支援していきます。 

◇保育コンシェルジュ年間延べ相談人数と職員数 

年 度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

延べ相談人数 3,570 人 3,471 人 3,157 人 2,343 人 2,793 人 

職員数（※1） 5 人 6 人 6 人 6 人 6 人 

利用者満足度（※2） 96％ 97％ 99％ 98％ 100％ 

※1 繁忙期対応の派遣職員は除く 

※2 保育コンシェルジュへ相談した方に対するアンケートで、相談が役にたったと答えた方の割合 

 

 

  

令和３年度からオンライン相談・オンライン説明会を開始 
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4.5 必要な財源の確保（子ども・子育て施設整備基金の充当計画） 

 

 

本プランの施設整備計画に基づく令和 2 年度以降の施設整備費の見込みは、合計約 13.2 億円（うち、

区負担額は約 2.9 億円）です。また、同期間内に新規整備した小規模保育 1 施設については、毎年の運

営費として新たに約 5 千万円（うち、区負担額は約 1 千 4 百万円）が必要になると想定しています。 

施設整備費・運営費ともに、国や都の補助金を活用していますが、区においても一定の負担金が発生

するため、令和元年度末で失効予定であった「足立区子ども・子育て施設整備基金」を継続し、今後も施

設整備費として計画的に活用していきます（下表参照）。なお、今後、長期的に必要となる運営費につい

ては、区立保育施設の更新時期に地域の保育需要の状況を踏まえて「民営化」、「統廃合」等の方針を決

定し、より効率的な施設配置を実施することで財源確保に努めていきます。 

 

◇子ども・子育て施設整備基金の充当計画（令和 2～5 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

新設、建て替え等の施設整備費約 13.2 億円のうち、区負担分約 2.9 億円に基金を充当 
 

（単位:千円） 

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

 認可保育所  【建替え等・計７園】 308,695 494,862 93,268 343,615 1,240,440

 小規模保育  【新規整備・１園】 42,891 42,891

 認証保育所 【移転・１園】 37,000 37,000

事業費計 351,586 494,862 93,268 380,615 1,320,331

内、基金充当額 20,405 141,390 26,649 98,176 286,620

基金充当割合 5.8% 28.6% 28.6% 25.8% 21.7%

施設種別【整備内容・施設数】
事業費

実績 見込み
計
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施設数

1 千住地域 43 15 -69 31 -27 69 -2 61 -9 133 9 309 -98 

2 綾瀬地域 25 4 -50 3 -8 15 -6 29 -2 101 -4 152 -70 

3 中川地域 12 1 -3 1 -2 1 -2 1 0 33 0 37 -7 

4 佐野地域 25 1 -15 14 -9 4 -7 33 -5 102 -5 154 -41 

5 中央本町地域 28 2 -35 3 -6 7 -5 14 -4 48 0 74 -50 

6 梅田地域 37 6 -25 10 -12 5 -3 8 -2 76 4 105 -38 

7 西新井・島根地域 12 0 -21 3 -1 4 -13 6 1 36 -3 49 -37 

8 六町地域 34 0 -19 6 -21 5 -10 15 -6 78 -8 104 -64 

9 竹の塚地域 35 1 -30 6 -14 27 -10 1 -2 40 -7 75 -63 

10 宮城・小台地域 5 0 -8 7 -4 21 -1 35 0 51 -5 114 -18 

11 江北・扇地域 25 0 -34 1 -6 13 -7 12 -9 83 -9 109 -65 

12 鹿浜地域 28 0 -28 4 -9 4 -10 3 -4 51 -1 62 -52 

13 舎人地域 20 1 -13 0 -8 0 0 16 -3 28 -1 45 -25 

14 新田地域 10 1 -13 2 -7 2 -5 14 -2 26 -1 45 -28 

339 32 -363 91 -134 177 -81 248 -47 886 -31 1,434 -656 合　計

保育施設（※1）の空き状況（※2）（右側は4月からの増減） 受入
可能数０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４･５歳

5．年度途中の利用（待機）状況の実態把握と対応策 
年度当初（4 月）時点では、多くの保育施設に定員の空きがありますが、年度途中からの入所によって定

員は順次充足していきます。特に、0～2 歳児は、年度途中に入所する方が多く、年度の後半になるにした

がって定員の空きが少なくなるため、入所が難しくなります。 

年度途中の利用（待機）状況の実態把握と対策等を検証し、年間を通じた安定的な保育サービスの提供

を目指します。 

 

5.1 年度途中の利用（待機）状況 

（１）定員の空き状況 

 

 

令和 4 年 10 月 1 日の保育施設の空き状況は下表のとおりです。 

◇R4.10 月 保育施設の空き状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 ｢保育施設｣とは、認可保育所、認定こども園、小規模保育、家庭的保育、区立認可外保育所、認証保育

所を示す 

※2 認証保育所以外は、令和 4 年 11 月入園分の募集人数 

 

年度当初には 0 歳児の定員の空きが 395 人あったものの、10 月時点では、5 つの地域で定員の空き

が全くなくなり、1、2 歳児も含めると、多くの地域で空きが 1 桁台まで減少しています。 

 

0～2 歳児は多くの地域で 1 桁台まで空きが減少、空き枠がない地域も発生 
 

（単位:人） 
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1 千住地域 3 (3) 3 (3)

2 綾瀬地域 0 (0)

3 中川地域 0 (0)

4 佐野地域 4 (1) 1 (1) 5 (2)

5 中央本町地域 0 (0)

6 梅田地域 2 2 (0)

7 西新井・島根地域 3 (2) 3 (2)

8 六町地域 5 (3) 5 (3)

9 竹の塚地域 6 (5) 1 7 (5)

10 宮城・小台地域 0 (0)

11 江北・扇地域 7 (4) 1 (1) 8 (5)

12 鹿浜地域 5 (2) 1 6 (2)

13 舎人地域 0 (0)

14 新田地域 2 2 (0)

35 (20) 5 (1) 1 (1) 41 (22)合　計

待機児童数（うち、フルタイム就労）

０歳 １歳 ２歳 合計

（２）待機児童の発生状況 

 

 

国が定める「保育所等利用待機児童数調査要領」に基づいて、4 月 1 日調査と同条件で令和 4 年 10

月 1 日の待機児童数を集計しました（資料９（P.110））。 

◇R4.10 月 1 日時点の待機児童の発生状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0～2 歳児で 41 人（うちフルタイム就労 22 人）の待機児童が発生しています。 

待機が発生した理由として、同一地域内に定員の空きがあっても、自宅からの距離が離れていること

や、開所時間と利用時間が一致しない等が考えられます。 

 

 

 

  

令和 4 年 10 月 1 日時点では、0～2 歳児に待機児童が 41 人発生 

（単位:人） 
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足立区ホームページ 

5.2 年度途中の待機児童対策 

年度途中に待機児童が発生していますが、一方では定員の空きも地域や年齢によって常態的に発生

しており、さらに、児童人口が減少していること等から、新規の施設整備や定員拡充には慎重な判断が必

要です。まずは、入所希望と保育サービスのミスマッチを解消し、既存の保育施設を最大限に活用するこ

とで、年度途中の待機児童の抑制を図ります。また、待機となった児童に対しては、新たにベビーシッター

利用支援事業を活用し、保育の選択肢を提供していきます。 

（１）ベビーシッター利用支援事業（待機児童支援） 

 

 

足立区では、保育施設の新規整備を中心に待機児童対策を進めてきたことや、平成 30 年度に実施し

た区の待機児童実態調査で、待機児童世帯の約 8 割が、「ベビーシッターは利用したくない」と回答して

いたこと等から、東京都のベビーシッター利用支援事業は活用してきませんでした。 

今回、10 月時点で入所不承諾となった児童の保護者にアンケートを実施したところ、ベビーシッターを

利用したいと回答した方が 3 割となり、利用したくない理由も約 1 割が「金銭面の負担」だったことから、待

機児童となった場合に、預け先の選択肢のひとつとして検討できるよう、東京都のベビーシッター利用支

援事業（待機児童支援）の活用を進めていきます。 

◇認可保育所を利用した場合との保育料比較 

例 ： 階層 D8（区民税額 145,000 円～174,999 円）の世帯の第１子が、１日９時間、月に 20 日利用

する場合 

※ D8 は令和４年４月１日時点利用者において最も多い階層 

利用施設 認可保育所 
ベビーシッター利用支援事業 

（待機児童支援） 

目安保育料（月額） 27,500 円 27,000 円 

 

【参考】ベビーシッター利用支援事業（一時預かり利用支援） 

待機児童対策のベビーシッター利用支援事業とは別に、足立区に住所を有する保護者であれ

ば、待機児童に該当していないくても保育の理由や保育認定の有無を問わず利用できる、「ベ

ビーシッター利用支援事業（一時預かり利用支援）」を令和 4 年 10 月より実施しています。 

この一時預かり利用は、待機児童対策のベビーシッター利用とは利用方法や上限時間が異なり

ます。 

  

待機児童が発生した場合の対応策として、都のベビーシッター利用支援事業を活用 
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（２）保育事業者へ入所保留者の発生状況等を情報発信 

 

 

 

小規模保育や家庭的保育では、年度の途中であっても、地域の状況等に応じて比較的柔軟に定員を

変更することが可能です。また、認可保育所においても、施設設備や保育士配置等の条件を満たした場

合に、定員を超えて児童を受け入れすることができる場合があります。定員変更等を検討する際の判断材

料として、地域、年齢ごとの入所保留者数の情報を、区から事業者へ定期的に発信することで、事業者が

地域の需要に応じて定員変更等を行えるように後押しします。 

（３）入所不承諾となった保護者への情報提供の強化 

 

 

各施設の募集状況については、毎月ホームページで公表を行っていますが、5 月以降に入所が不承

諾となった児童の保護者の方への通知には、最新の募集状況等の案内を添付していませんでした。今後

は不承諾通知の送付に合わせて、最新の募集状況や希望園変更の手続きについての案内を行う等、積

極的に情報提供をすることで、ミスマッチを解消し、空きがある施設の利用促進を図ります。 

  

保育事業者に入所保留者の発生状況等を情報発信することで、 

年度途中の定員変更等の検討を後押し 

保護者に各施設の募集状況等を積極的に案内することで、 

空きがある施設の利用を促進 
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6．教育・保育の質向上と保育環境の安定に向けた対策 
足立区では、待機児童解消のため、保育サービスの量的整備を進めてきました。社会福祉法人や株式会

社をはじめとした多様な運営主体がそれぞれの特色を生かしつつ、子どもたちが区内のどの教育・保育施

設等に通っていても一定レベルの教育・保育サービスを受けられるよう、保育者自身が日ごろの保育の振り

返りや継続的な自己評価・改善に取り組み、保育環境の整備・安定化に向けた対策を進めています。 

6.1 「足立区教育・保育の質ガイドライン」の活用促進と指導・支援の拡充 

 

 

区は、子どもたちが区内のどの教育・保育施設等に通っていても、一定レベルの教育・保育サービス

が受けられるよう、有識者が参画した検討会において検討を重ね、平成 29 年 3 月に「足立区教育・保育

の質ガイドライン」を策定し、区内の各教育・保育施設等の全ての職員の方々に冊子を配付して普及に

努めています。各施設等がガイドラインを自主的に活用するとともに、区主催の研修や区職員による訪問

時の指導・支援を拡充することで、ガイドラインを意識した教育・保育が実践され、区が目指している教

育・保育サービスが提供できる施設等が増えています。今後も待機児童解消を維持しつつ、更なる質の

向上を目指していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）「足立区教育・保育の質ガイドライン」の活用促進 

幼稚園教育要領と幼保連携型認定こども園教育・保育要領の改訂、及び保育所保育指針の改定を受

け、平成 30 年 4 月に「足立区教育・保育の質ガイドライン」についても具体例・実践例のワンポイント解説

を充実させるなど、より分かりやすい内容に改定しました。また、令和 2 年度には、従来の「保育実践振り

返りシート」を使いやすく増補し、保育者自らがガイドラインに基づいた保育を実践しているかの振り返りや、

自己評価、改善に取り組みやすくしました。各施設等での教育・保育の実践と振り返りで両冊子の活用を

定着させるべく、各施設等の保育者一人ひとりに配付しています。 

さらに職員育成研修や、ガイドラインを見ながら、内容に沿った指導・助言を行うことで、

身近に感じられるような工夫をして活用を促進しています。 

 足立区ホームページ 

保育実践振り返りシート併用によるガイドラインの活用促進と指導・支援の充実 
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 （２）指導・支援の取り組み 

区内の教育・保育施設を利用する子どもと保護者が安心して教育・保育の提供が受けられるよう、各

施設等が法令等を遵守し、適正な運営を行っているかを確認し、必要に応じて改善に向けた指導を行

うため、子ども・子育て支援法等に基づく「指導検査」を実施しています。さらに令和２年度からは、保育

内容や衛生管理、給食・食育等について、専門的見地からの助言や、施設ごとの悩みごと等に対して

積極的に支援するため、従来の「実地調査」の他に、「巡回訪問」を拡充し、各施設に寄り添った、きめ

細かな支援を行っています。また、施設等の職員向けに専門性の向上を図るため、研修を実施し、自

身の保育の振り返りも促しています。 

◇指導検査の実績及び見込み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇巡回訪問等の実績及び見込み 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（実施施設数／事業者数） 

（実施延べ回数） 

※ 　指導検査実施サイクルは、認可保育所：２年ごと、小規模保育：２年ごと、

      家庭的保育：３年ごと、幼稚園・こども園：３年ごと、認可外保育施設：２年ごと

※　令和元年度の幼稚園・こども園（13園）は集団指導検査を実施

令和元年度までは「実地調査」の名称で訪問。
令和２年度以降は「巡回訪問」の名称で訪問（認証保育所は「実地調査」の
名称のままで訪問）。
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◇研修等の実施及び見込回数 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       ※ オンデマンドや Web による研修も開催 

 

6.2 私立保育施設の保育士確保・定着対策 

 

 

平成 27 年度から私立保育施設の保育士等に対する経済支援・就職支援を開始しました。その後も事

業内容を順次拡大しながら、継続的に保育人材の確保・定着のために各事業者を支援しています。その

結果、令和 3 年 4 月までに計画していた保育施設の新規開設のために必要な保育士数を確保することが

できました。 

今後は、保育の質向上のために、保育事業者による保育士の確保・定着を継続して支援します。 

 

（１）保育士への経済的支援策の継続実施 

「住居借上げ支援事業」は、保育事業者が借上げた住居に常勤保育士等が居住した場合に、借上げ

に要した費用（一戸あたり月額上限 82,000 円）の 8 分の 7 を国・都および区が保育事業者へ補助する事

業で、平成 28 年 1 月から開始しました。 

また、「奨学金返済支援事業」は、奨学金を利用して保育士資格を取得し、区内の保育施設に勤務す

る保育士を対象に奨学金の返済に要した費用の 2 分の 1（上限 10 万円）を補助する事業で、平成 28 年

4 月から開始しました。令和 4 年度からは、補助対象期間を変更し、継続して実施しています。 

これらの経済支援策は、保育人材を確保し、安定した保育を継続していくために有効かつ重要である

ため、国や東京都の動向を踏まえて見直しを行いながら、継続して実施していきます。 

  

保育の質向上のための保育士確保・定着対策の継続 

研修科目
令和元年度

実績
令和２年度

実績
令和３年度

実績
令和４年度

見込

幼 児 保 育 1 1 2 2

子どもの健康 1 3 6 1

虐 待 防 止 1 - - -

人 権 1 2 2 -

災 害 対 策 - 2 - -

食 育 - - 1 1

教育・保育力 21 29 27 29

合　　計 25 37 38 33
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年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

申請者数 25人 115人 268人 424人 559人 717人 722人
（施設数） (15施設) (46施設) (82施設) (111施設) (131施設) (151施設) (156施設)

実績額 3,520千円 68,150千円 172,579千円 289,991千円 377,434千円 533,521千円 493,091千円

年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

申請者数 56人 92人 138人 173人 233人 223人
（施設数） (33施設) (40施設) (67施設) (76施設) (95施設) (87施設)

実績額 3,752千円 6,126千円 9,664千円 12,358千円 16,572千円 15,446千円

◇保育士等住居借上げ支援事業実績（平成 28 年 1 月から開始） 

 

 

 

 

◇保育士奨学金返済支援事業実績（平成 28 年 4 月から開始） 

 

 

 

 

 

さらに、こうした経済支援策を広く発信するため、足立区に「住む・働く」魅力を伝えるリーフレットを作成し

ています。令和 2 年度からは、保育士だけでなく、幼稚園教諭をめざす学生にもターゲットを拡大し、内容

の充実を図りました。このリーフレットは、全国の指定保育士養成校および足立区内の大学に配布していま

す。 

令和 4 年度は 544 校に配布しました。今後も PR 活動を充実させ、保育人材の獲得に努めます。 

◇令和 4 年度「あだちではぐくむ」リーフレット 

 

  

  

 

  

 

 

 

（２）保育士・家庭的保育者永年勤続褒賞の継続実施 

区内の私立保育施設に勤務する勤続 5 年・10 年の保育士、区内で事業を実施している勤続 10 年・20

年の家庭的保育者に、褒状と記念品を贈呈し、褒賞する事業を令和元年度から開始しました。 

今後も事業を実施し、保育士及び家庭的保育者の意欲向上、保育事業に対する社会的評価の向上を

図っていきます。 
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年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

保育士
（勤続5年）

298人 82人 73人 90人

保育士
（勤続10年）

212人 20人 26人 32人

家庭的保育者
（勤続10年）

35人 14人 14人 10人

家庭的保育者
（勤続20年）

11人 2人 5人 3人

◇保育士・家庭的保育者永年勤続褒賞者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 4年度（令和 4年 4月 1日現在）、区内私立保育施設の保育士の勤続年数は下表のとおりです。勤

続 5年以下の保育士が大半を占めておりますが、令和 3年度と比較すると、認可保育所および小規模

保育で割合の改善が見られます。今後も、区内保育施設の勤続年数を調査し、先述の支援策を継続す

ると共に、メンタルヘルス等の各種研修への受講勧奨やワーク・ライフ・バランス推進企業への申請

勧奨も実施します。 

◇保育士勤続年数分布グラフ（各年 4 年 4 月 1 日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

凡
例 

1年以下 2～3年 4～5年

6～9年 10～19年 20年～

※ 令和元年度のみ勤続年数は以下の基準としました。 

保育士（勤続 5年）     ：5年以上 10 年未満 

保育士（勤続 10 年）    ：10 年以上 

家庭的保育者（勤続 10年） ：10 年以上 20年未満 

家庭的保育者（勤続 20年） ：20 年以上 
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（３）保育士就職相談会やセミナーの継続実施 

私立保育施設への就職を促す取り組みとして、区内の保育士養成校、ハローワーク足立、東京都、保

育事業者など多様な団体と連携し、合同面接会等の就労支援イベントを実施しました。 

これら就職支援イベントを区外の対象者にも周知するために、近隣の区市を管轄するハローワークや、

東京都保育人材・保育所支援センターと連携し、開催チラシを広範囲に配布しています。 

今後も就労支援の取り組みを行っていきます。 

◇保育士就職相談会等の参加人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）保育士等の子どもの入所調整指数の加算 

区内の保育施設や幼稚園で働く（内定者、育児休業復帰予定者含む）保育士、看護師、幼稚園教諭

が、自身の子どもを保育施設に預けやすくなるように、平成 30 年 4 月入所から調整指数の加点（1 点）を

新たに設けています。引き続き、保育士等が働きやすい環境づくりに努めていきます。 

◇令和 4 年 4 月入所実績 

加算対象者 87 人（内定者 80 人のうち、1 点加点により内定した者 14 人） 

  

平成28年度平成29年度平成30年度令和元年度令和2年度 令和3年度 令和4年度

63人 51人 30人 25人 42人 ※2 ※3

82人 104人 46人 37人 12人　※1 33人 20人

54人 34人 68人 116人 51人 ※2 23人

※1　令和2年度は研修会が中止であったため、就職相談会のみの参加人数

※2　新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止

※3　保育のお仕事就職面接・相談会と一本化

保育のお仕事就職面接・相談会
（ハローワーク足立と共催）

年度

保育再就職セミナー

保育士就職支援研修・就職相談会
（東京都保育人材・保育所支援センター主催）
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